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１．はじめに

当総研は、平成15年度に、森林組合員に対

するアンケート調査を実施した。これは、14

年度に続く２回目の調査であり、その内容は、

「森林組合員の森林・林業経営」と「組合員

の金融事業への態度・かかわり」の２点を明

確化することを目的としたものである。

昨年度の「14年度森林組合員アンケート」

は、「組合員による森林組合の金融機能の利

用状況」に焦点をあてた。本年度は、14年度

の結果を踏まえたうえで、14年度のテーマと

つながる「組合員の金融事業への態度・かか

わり」を一つの論点としたが、林業経営の危

機的状況の長期化を踏まえて結果としてもう

一つの論点「森林組合員の林業経営の現状」

により多く注視することとなった。

本稿は、この15年度アンケートの概要を紹

介するものである。

２．アンケートの概要

∏ 対象・方法

ａ．対象

15年度も14年度同様３組合を選定した。今

回選定の対象組合は、金融事業としての森林

所有者資金および農林漁業金融公庫資金が多

く貸し出されていること、日本国土の南から

北まで網羅していること、広域合併森林組合

が含まれていることなどを条件とした。

以上の条件を満たす組合として、Ａ森林組

合（宮崎県、広域合併組合、林業先進地、中

山間地域）、Ｂ森林組合（徳島県、中域合併

組合、林業先進地、山間地域）、Ｃ森林組合

（秋田県、広域合併組合、耕地面積の比較的

多い中山間地域）の３組合を選んだ。いずれ

も平均以上に林業の盛んな地域である。

ｂ．方法

対象３組合とも、組合員に対してアンケー

ト票を直接郵送し、また返信用封筒により、

直接回収する方法をとった。１組合300部計

900部のアンケートを配布し、３組合合計で

411部を回収した。回収率46％となり、郵送

で配布・回収したケースとしてはかなり高い

回収率であった。

π 結果の概要

ａ．回答者の属性

回答者世帯の保有人工林面積は平均28ha

であり、全国平均5.6haに比べかなり大規模

な森林所有者である。林業での過去５年間の

平均年間家計収入割合は43％と、農業の60％、

年金の56％に次いで大きい。これは、全国平

均をはるかに上回っていると見られる。また、

回答者の年齢構成は、かなり高齢化しており、

60代36％、70代36％、40～59歳28％（計

100％）となっている。

ｂ．林業経営の実態と将来像について

林業経営の実態として「自家（家族）労働

での施業」が、経営的に持ちこたえている世

帯の「経営方法」であることが分かった。ま

た、そのような経営こそが、収益的・労働力

的等様々な意味において、危機的状況にある

林業経営をギリギリのところで支えている中

危機的状況にある組合員林業経営の実態
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核的経営体であるとの結論を得た。

農林水産省「林家経営調査報告」によると、

20～500haの中・大規模山林所有層（平均

48ha）世帯の１年間の林業平均所得は１戸

あたり26万円（2000年）である。しかも、こ

の統計報告では労働力の９割を占める自家

（家族）労働がコストとして計上されておら

ず、計上すれば実質大赤字の経営である。ア

ンケート回収先の農林家も同じような経営状

況にあると考えられる。

これらの農林家に、10年後の将来像を尋ね

ると、「自家（家族）労働での施業」を主体

とし、採算を度外視しても「祖先から受け継

いだ山を自分の代で荒廃させるわけにはいか

ない」と考える農林家ですらも、「後継ぎは

いない」「高齢化によってもう山は守れない」

「山はもうどうなっているかわからない」と

アンケートのなかで訴えているのであり、あ

きらかに森林・林業の維持のためには、林家

を支えるため視点を変えた抜本的な枠組みの

構築が必要であることが分かった。

ｃ．組合員の金融事業へのかかわりについて

また「組合員の金融事業への態度・かかわ

り」については、林家の森林組合やＪＡから

の借入需要は弱く、「森林組合、農協を問わ

ず今後３年間に借入を行う予定があります

か」との問いに「ある」と答えたのはわずか

10％、41世帯だけであった。今後森林組合の

金融事業の需要はますます減少するものと思

われる。

ｄ．本アンケート結果の示すもの

森林組合系統や行政は、責任ある態度でそ

うした経営的に危機的状況にある農林家のギ

リギリのニーズに応えて行かなければならな

いと考える。そのためには如何に「農林家の

現状」を理解するのかがまず必要かつ重要と

なってくる。15年度の「森林組合員アンケー

ト結果」は農林家の現状理解のための多くの

手掛かりを与えてくれる原データとなったと

考える。

２．最近の林業経営等の動向

アンケート結果の詳細を述べる前に、ここ

では最近の林業経営の動向について概観する。

∏ 不振を極める林業経営

近年わが国の森林・林業をめぐる状況はま

すます厳しくなってきた。スギ、ヒノキの材

価は1980年をピークとして下げ止まらず2002

年にはピークの40％程度まで下落した。価格

競争力の強い外材輸入は増加するばかりで、

木材自給率は20％を割り込み18％まで低下し

た。
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第１表　林業経営の総括
（保有山林面積２０～５００ha層の１戸あたり平均）

保有山林面積
林業経営費林業粗利益林業所得

天然林・その他人工林計
１８．１２９．３４７．４１，０５５１，７９６７４０１９９６
１８．１２９．７４７．８９４７１，３２２３８５１９９７
１７．８２９．９４７．７８９３１，２８４３９１１９９８
１７．９２９．７４７．６８７５１，２３３３５８１９９９
１７．８２９．９４７．７８０７１，０６７２６０２０００

農林水産省統計情報部「林家経済調査報告」による。
数値は、階層別調査林家１戸あたり平均値から求めた加重平均値である。
沖縄県を含まない。

単位　価格：千円
面積：ha



林業経営は第１表に

みるとおり、不振をき

わめている。わが国の

林家１戸あたりの平均

保有山林面積が5 .6ha

であるので、この表の

層はかなり大規模所有

層ということになるの

だがこの年間所得でし

かないのである。

さらに、再造林費を

考えると初年度造林費

（注１）は約730千円／ha

と考えられるので植林すればわずか１haの

植林で約３年分（260千円／年）の林業所得

が吹き飛んでしまう。初年度造林はよほど高

林齢等の価値の高い森林伐採の場合でなけれ

ば大幅赤字である。

再造林は経済合理性を考えるとできないこ

ととなるのである。事実、人工造林面積は

1996年の40,687haから2000年の31,316haへと

23％も減少している。（注２）

（注１）農林中央金庫の森林評価方法（1993年）で採用

した数値

（注２）林野庁業務課、整備課調べ（2003年）

π 減少し高齢化する林業労働力

また、林業経営者を含む林業従事者は林業

の低迷にともない減少傾向で推移しており、

2000年には1960年のおよそ６分の１の７万人

まで減少した。また、林業従事者のうち65歳

以上の人が占める割合が、2000年には24.7％

と約４分の１となった。

∫ 施業放棄林の増大

林業収入の低下と林業労働力の極度の減

少・高齢化は、農林家の山林と山林経営への

興味と意欲の低下を招いた。つまり従来から

「祖先から受け継いできた山林を自分の代で

荒廃させるわけにはいかない」として、採算

を度外視してでも山林を自家（家族）労働に

よって手入れ・保全し辛うじて健全な山林を

維持してきた層の「意欲・やる気」さえ喪失

させる事態を招来した。いまや、施業放棄さ

れた山林は林業の盛んだった地域でも２割前

後に達しようとしている。また、山に人が入

らなくなった結果として境界の分からなくな

った山林も増えている。

３．アンケート結果

以下対象３組合を具体的に見ながら、アン

ケート結果について個別に述べてゆく。

∏ 森林の管理・経営状況

現在までの山林管理方法を尋ねたのが第３

表である。３組合合計では「毎年山の手入れ

あるいは伐出をしている」が34％、「数年に
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第２表　林業就業者数と高齢化の推移

５０歳以上の比率６５歳以上の比率林業就業者数

２３．７％４．４％４４万人１９６０年

２４．９％４．４％２６　　６５

２１．０％５．９％２１　　７０

３６．３％６．５％１８　　７５

４７．０％６．７％１７　　８０

５９．５％８．０％１４　　８５

６７．９％１０．５％１１　　９０

６９．０％１８．９％９　　９５

６７．４％２４．７％７　　２０００　

資料）総務庁「国勢調査」



一度」が36％、「十年に一度程度」12％、「十

年以上放置」17％に対し、個別組合ごとには、

「毎年山の手入れあるいは伐出」がＡ森組

63％、Ｂ森組23％、Ｃ森組16％と、Ａ森組の

施業頻度の多さが際立っている。

山林管理を「毎年行う」、「数年に一度行う」、

「十年に一度程度行う」と答えた世帯（とに

かく施業放棄はしていない世帯）に、これま

での「山林の管理・経営形態（主体）」を尋

ねた結果が第４表である。３組合合計では

「主に家族で行ってきた」が58％、「森林組合

に委託」が30％、「業者に委託」が10％、「そ

の他」が３％となっているが、手入れの頻度

の高いＡ森組は「主に家族で行ってきた」が

74％と多い（Ｂ森組56％、Ｃ森組43％）。頻

繁に手入れするためには、経費がかからない

「家族（自家）労働」によることが必要だっ

たのではないかと考えられる。また、「だか

らこそできた」と言えるのではないか。ちな

みにＡ森組は回答者の年齢構成が一番若い。

また、同居家族の人数はＢ森組についで多く、

同居家族の年齢もＢ森組に次いで若い。そし

て、何よりも林業収入が一番多いのである。

家族労働の経営は強い。
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第３表　現在までの山林管理方法

（有効回答数３８１）　（単位：％）

その他

過去１０年以上、
山の手入れや
伐出は行って
いない（放置
している）

十年に一度程
度、山の手入
れあるいは伐
出を行ってき
た

数年に一度程
度、山の手入
れあるいは伐
出を行ってき
た

毎年山の手入
れあるいは伐
出を行ってき
た

合計

２．１１６．８１１．５３６．０３３．６１００．０３森林組合　合計

０．８７．３８．１２０．３６３．４１００．０Ａ

３．２２１．８８．９４２．７２３．４１００．０Ｂ

２．２２０．９１７．２４４．０１５．７１００．０Ｃ

第４表　山林管理・経営形態（主体）

（有効回答数２９８）　（単位：％）

その他
主に業者に
委託　　　

主に森林組
合に委託　

主に家族で
行ってきた

合計

２．７９．７２９．５５８．１１００．０３森林組合　合計

２．８７．４１５．７７４．１１００．０Ａ

１．１１１．１３２．２５５．６１００．０Ｂ

４．０１１．０４２．０４３．０１００．０Ｃ



π 現在まで手入れをしなかった理由

現在までの山林管理方法を尋ねた第３表で、

「10年に１度程度の手入れを行ってきた」あ

るいは「過去10年間山林の手入れをしていな

い」と答えた108世帯（うち回答94世帯）に

その理由を聞いたところ第５表のとおりであ

った。

３組合合計では、「山林の価格が安く費用

を回収できないから」が70％と一番多く、

「自家労働で出来ないから」が49％、「補助金

の額が少ないから」が16％、「ずっと施業放

棄したままだから」が13％となっている。

∫　今後（10年後）手入れをする予定がな

い理由

10年後の山林管理方法の意向として、「十

年に一度程度」（14％）、「放置する」（７％）、

「どうなっているかわからない」（13％）とい

う放置ぎみの回答をした128世帯（合計34％）

（うち回答数113世帯）に、手入れをする予定

がない（あるいはほとんどない）理由を尋ね

たところ第６表のとおりであった。

３組合合計では「自家労働でできないから」

が59％で、現時点より10％増えている。これ

は、自分たちの高齢化を見越しての回答とみ

られる。

また回答率が多い順に述べると、「山林

（木材）の価格が安く費用を回収できないか

ら」66％（現時点より４％減）、「自家労働で

出来ないから」59％（10％増）、「補助金の額

が少ないから」26％（10％増）、「ずっと施業

放棄したままだから」８％（５％減）となっ

ている。

調査と情報　2004. 78

第５表　手入れをしなかった理由
（有効回答数９４）　（単位：％）

その他
補助金の額
が少ないか
ら

山林の境界
が不明確だ
から

ずっと施業
を放棄した
ままだから

自家労働で
できないか
ら

手入れや伐
出をしても
山林の価格
が安く、費
用の回収が
見込めない
から

合計

９．６１６．０４．３１２．８４８．９７０．２１００．０３森林組合　合計
１４．３２１．４７．１７．１５７．１５０．０１００．０Ａ
１０．８１６．２―１３．５５６．８６７．６１００．０Ｂ
７．０１４．０７．０１４．０３９．５７９．１１００．０Ｃ

第６表　手入れをする予定がない理由　　（有効回答数１１３）　（単位：％）

その他
補助金の額
が少ないか
ら

山林の境界
が不明確だ
から

ずっと施業
を放棄した
ままだから

自家労働で
できないか
ら

手入れや伐
出をしても
山林の価格
が安く、費
用の回収が
見込めない
から

合計

１０．６２５．９１．８８．０５９．３６６．４１００．０３森林組合　合計
７．７４２．３―７．７７３．１５７．７１００．０Ａ
１２．３２７．５―１０．０６０．０６５．０１００．０Ｂ
１０．６１４．９４．３６．４５１．１７２．３１００．０Ｃ



ª 「山林管理・経営形態（主体）」と「現在

までの山林管理方法」の関係

第７表は、現在までの山林管理方法を「山

林管理・経営形態（主体）」ごとに、見たも

のである。「これまで毎年実施」してきた世

帯を見ると、「家族で行ってきた」73％、「森

林組合に委託してきた」16％、「業者に委託

してきた」７％、「その他」３％となってお

り、圧倒的に「家族で行ってきた」世帯の

「山林保育・管理」頻度が高い。「これまで数

年に一度の保育・管理」を行ってきた世帯の

経営主体をとっても、「家族で行ってきた」

世帯が52％の大きな部分を占める。このよう

に保育・管理の頻度が高い世帯ほど、管理・

経営を家族で行ってきている。逆に、「森林

組合に委託」している世帯は、保育・管理の

頻度が低い世帯ほど多くなっている。「家族

で管理・経営する世帯」でなければ、保育・

管理を頻繁に行うことは、経費の面から見て

も難しいということであろう。
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第７表　「山林管理・経営形態（主体）」と「現在までの山林管理方法」
（単位：世帯、％）

現在までの山林管理方法

その他これまで放置これまで
１０年に一度

これまで
数年に一度

これまで
毎年実施合計

山林管理・経営
形態（主体）　

００４０１３４１２４２９８３森林組合　合計（実数）

００１２７０９１１７３家族で行ってきた

００２５４３２０８８森林組合に委託

００３１７９２９業者に委託

０００４４８その他

０．００．０１００．０１００．０１００．０１００．０３森林組合　合計（％）

０．００．０３０．０５２．２７３．４５８．１家族で行ってきた

０．００．０６２．５３２．１１６．１２９．５森林組合に委託

０．００．０７．５１２．７７．３９．７業者に委託

０．００．００．０３．０３．２２．７その他

第８表　今後の山林管理・経営形態（主体）

（有効回答数２８２）　（単位：％）

その他わからない
主に業者に
委託

主に森林組
合に委託

主に家族で
行っていく

合計

２．１３．２７．１４５．０４２．６１００．０３森林組合　合計

２．２３．３６．５２８．３５９．８１００．０Ａ

３．４１．１９．１４３．２４３．２１００．０Ｂ

１．０４．９５．９６１．８２６．５１００．０Ｃ
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º 「今後の山林管理・経営形態（主体）」

10年後の山林管理・経営形態（主体）の予

想について尋ねると、３組合合計で「主に家

族で行っていく」が43％と10年前の表４より

15％減少しており、「主に森林組合に委託」

が45％で10年前の表４より15％増加している。

自分の高齢化を見越しての回答とみられる。

Ω 「山林の管理・経営形態（主体）」と

「10年後の山林管理の方法意向」の関係

第９表は、10年後の「山林の管理・経営

（主体）」の主体別に、山林管理に対する意向

の高さを分析したものである。10年後の「山

林の管理・経営」の主体が「家族で行ってい

く」世帯ほど、「10年後の山林管理方法意向」

ではより頻繁に保育・管理をする意向が強い

ことが分かった。

５．おわりに

∏ 林業経営の現状

以上から、森林組合員つまり農林家が、い

かなる厳しい状況に置かれているかが明確と

なった。組合員林家の経営が自家（家族）労

働主体に行われていること、施業を比較的頻

繁に行っているのはそのような経営であるこ

となどが分かった。今回対象としたこのよう

な林業の盛んな地域でも２割程度の農林家が

過去10年以上施業を放棄していることも分か

った。

また、林業労動力の減少・高齢化（アンケ

ート対象先の高齢化）により、10年後には自

家（家族）労働林家も、高齢化により経営的

第９表　「山林の管理・経営形態（主体）」と「１０年後の山林管理の方法意向」

（単位：世帯、％）

１０年後の山林管理方法意向

その他
どうなって
いるかわか
らない　　

放置予定
１０年に一
度の予定

数年に一
度の予定

毎年実施
予定

合計
山林の管理・経営
形態（主体）　　

０００４７１５０８５２８２３森林組合　合計

０００７５４５９１２０家族で行っていく

０００３８７４１５１２７森林組合に委託

００００１４６２０業者に委託

０００２５２９わからない

００００３３６その他

０．００．００．０１００．０１００．０１００．０１００．０３森林組合　合計（％）

０．００．００．０１４．９３６．０６９．４４２．６家族で行っていく

０．００．００．０８０．９４９．３１７．６４５．０森林組合に委託

０．００．００．００．０９．３７．１７．１業者に委託

０．００．００．０４．３３．３２．４３．２わからない

０．００．００．００．０２．２３．５２．１その他
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に持ちこたえられなくなると考えていること

が分かった。施業を主に家族で行う世帯も、

現在の58％から10年後には43％に減少すると

みられていることも分かった。

π 金融事業の利用状況

金融事業の利用状況については、字数の関

係で詳細を記述することはできなかったが、

「森林組合、農協を問わず今後３年間に借入

を行う予定がありますか」との問いに「ない」

と答えた世帯が68％と多く、次に「分からな

い」21％が続き、合わせて89％となった。

「ある」と答えたのはわずか10％、41世帯だ

けであった。

過去の借入実績は、森組からは有効回答数

403世帯のうち186世帯、ＪＡからは有効回答

数385世帯のうち247世帯が「借入経験あり」

であったにもかかわらず、今後の借入予定は

少ない。

「ある」と答えた世帯を見ると、「森林組

合から」、「ＪＡから」ともに、20世帯前後で

同じくらいであった。「資金使途」について

見ると、「森組から借入れる」のは、約80％

が「林業資金」であり、「生活資金」はＪＡ

からの借入可能性が高い。

また、「資金使途が造林・林地取得資金な

どの森林整備に限られた長期低利の国の低利

資金を借入れる可能性がありますか」と農林

漁業金融公庫からの借入可能性をたずねたと

ころ、41世帯のうち「ある」11世帯、「場合

によってはある」15世帯であった。「林業資

金」のうち、条件に合致する資金は「長期・

低利の公庫資金」を利用する可能性が高いこ

とがわかった。

またＪＡの信用事業利用について尋ねたと

ころ90％が「利用している」との答えであっ

た。「利用しているＪＡの信用事業の種類」

を尋ねたところ、「普通貯金」は94％、「公共

料金の引落とし」は74％の高率に上った。全

体として、ＪＡの信用事業はよく利用されて

いる。

∫ むすび

これまで述べてきたように、森林組合員の

林業経営は極度に厳しくこのままでは持ちこ

たえられないところまできている。森林組合

系統や行政は現状を具体的に把握したうえで、

組合員にとって今どんな支援が必要なのかを、

既存の枠にとらわれず、新たな枠組みの視点

から見て、抜本的な支援策を提供することが

必要と考えられる。なすべきことは多く、さ

らに時間はあまり残されていない。今こそ、

森林組合員の林業経営ニーズに応えるため、

森林組合系統および行政の新たな展開が必要

とされている。

（秋山孝臣）


